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内

閣

府
、
復

興

庁
、
総

務

省
、
財

務

省
、

○
文
部
科
学
省
、
厚
生
労
働
省
、
農
林
水
産
省
、
経
済
産
業
省
、
令
第

号

国
土
交
通
省
、
環

境

省
、
原
子
力
規
制
委
員
会

産
業
技
術
力
強
化
法
（
平
成
十
二
年
第
四
十
四
号
）
第
二
十
九
条
第
二
項
柱
書
及
び
第
三
号
ハ
、
第
四
項
並
び
に
第
五
項
の

規
定
に
基
づ
き
、
並
び
に
同
法
を
実
施
す
る
た
め
、
産
業
技
術
力
強
化
法
に
基
づ
く
重
点
産
業
技
術
共
同
研
究
開
発
機
関
に
関

す
る
命
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和

年

月

日

内
閣
総
理
大
臣

名

総
務
大
臣

名

財
務
大
臣

名

文
部
科
学
大
臣

名

厚
生
労
働
大
臣

名

農
林
水
産
大
臣

名
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経
済
産
業
大
臣

名

国
土
交
通
大
臣

名

環
境
大
臣

名

原
子
力
規
制
委
員
会
委
員
長

名

産
業
技
術
力
強
化
法
に
基
づ
く
重
点
産
業
技
術
共
同
研
究
開
発
機
関
に
関
す
る
命
令

（
定
義
）

第
一
条

こ
の
命
令
に
お
い
て
使
用
す
る
用
語
は
、
産
業
技
術
力
強
化
法
（
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
に
お
い
て
使
用
す
る
用

語
の
例
に
よ
る
。

（
重
点
産
業
技
術
共
同
研
究
開
発
機
関
の
認
定
の
申
請
）

第
二
条

法
第
二
十
九
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
同
条
第
一
項
の
重
点
産
業
技
術
共
同
研
究
開
発
機
関
の
認
定
を
受
け
よ
う
と

す
る
者
（
以
下
「
申
請
者
」
と
い
う
。
）
は
、
様
式
第
一
に
よ
る
申
請
書
を
主
務
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

法
第
二
十
九
条
第
二
項
第
三
号
ハ
の
主
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

一

研
究
及
び
開
発
を
行
う
た
め
の
資
金
の
管
理
の
体
制
に
関
す
る
事
項
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二

認
定
を
受
け
よ
う
と
す
る
研
究
開
発
機
関
と
事
業
者
の
連
携
に
関
す
る
事
項

（
重
点
産
業
技
術
共
同
研
究
開
発
機
関
の
認
定
）

第
三
条

主
務
大
臣
は
、
法
第
二
十
九
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
重
点
産
業
技
術
共
同
研
究
開
発
機
関
の
認
定
の
申
請
を
受
け

た
場
合
に
お
い
て
、
速
や
か
に
同
条
第
三
項
の
定
め
に
照
ら
し
て
そ
の
内
容
を
審
査
し
、
当
該
重
点
産
業
技
術
共
同
研
究
開

発
機
関
の
認
定
を
す
る
と
き
は
、
そ
の
提
出
を
受
け
た
日
か
ら
原
則
と
し
て
三
月
以
内
に
、
申
請
者
に
様
式
第
二
に
よ
る
認

定
書
を
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。

２

主
務
大
臣
は
、
前
項
の
認
定
を
し
な
い
と
き
は
、
そ
の
旨
及
び
そ
の
理
由
を
記
載
し
た
様
式
第
三
に
よ
る
通
知
書
を
申
請

者
に
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。

（
重
点
産
業
技
術
共
同
研
究
開
発
機
関
の
公
表
）

第
四
条

法
第
二
十
九
条
第
四
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

一

重
点
産
業
技
術
共
同
研
究
開
発
機
関
の
認
定
の
年
月
日

二

重
点
産
業
技
術
共
同
研
究
開
発
機
関
の
所
在
地
（
大
学
又
は
大
学
共
同
利
用
機
関
に
あ
っ
て
は
、
こ
れ
ら
の
設
置
者

の
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地
を
含
む
。
）
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三

認
定
に
係
る
重
点
産
業
技
術

四

事
業
者
と
共
同
し
て
前
号
の
重
点
産
業
技
術
に
関
す
る
研
究
及
び
開
発
を
行
う
た
め
の
体
制

２

前
項
の
規
定
は
、
法
第
二
十
九
条
第
七
項
の
規
定
に
よ
り
準
用
す
る
同
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
公
表
に
つ
い
て
準
用
す

る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
前
項
中
「
認
定
」
と
あ
る
の
は
「
認
定
の
取
消
し
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

（
重
点
産
業
技
術
共
同
研
究
開
発
機
関
に
よ
る
情
報
の
公
表
）

第
五
条

法
第
二
十
九
条
第
五
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
前
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
加
え
て
、
次
の
各
号

に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

一

認
定
に
係
る
重
点
産
業
技
術
に
関
す
る
研
究
及
び
開
発
に
従
事
す
る
研
究
者
の
氏
名

二

認
定
に
係
る
重
点
産
業
技
術
に
関
す
る
研
究
及
び
開
発
を
行
う
た
め
の
設
備
等

（
重
点
産
業
技
術
共
同
研
究
開
発
機
関
の
認
定
の
取
消
し
）

第
六
条

主
務
大
臣
は
、
法
第
二
十
九
条
第
六
項
の
規
定
に
よ
り
重
点
産
業
技
術
共
同
研
究
開
発
機
関
の
認
定
を
取
り
消
す
と

き
は
、
そ
の
旨
及
び
そ
の
理
由
を
記
載
し
た
様
式
第
四
に
よ
る
通
知
書
を
当
該
認
定
が
取
り
消
さ
れ
る
重
点
産
業
技
術
共
同

研
究
開
発
機
関
（
大
学
又
は
大
学
共
同
利
用
機
関
に
あ
っ
て
は
、
こ
れ
ら
の
設
置
者
）
に
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。
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（
体
制
の
報
告
）

第
七
条

重
点
産
業
技
術
共
同
研
究
開
発
機
関
（
大
学
又
は
大
学
共
同
利
用
機
関
に
あ
っ
て
は
、
こ
れ
ら
の
設
置
者
）
は
、
そ

の
認
定
に
係
る
人
材
、
設
備
そ
の
他
の
体
制
に
つ
い
て
、
様
式
第
五
に
よ
り
主
務
大
臣
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

前
項
の
報
告
は
、
重
点
産
業
技
術
共
同
研
究
開
発
機
関
が
当
該
認
定
を
受
け
た
日
の
属
す
る
年
度
の
末
日
か
ら
起
算
し
て

一
年
を
経
過
す
る
ご
と
に
、
そ
の
一
年
の
期
間
ご
と
に
一
回
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

附

則

こ
の
命
令
は
、
令
和
九
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。



様式第一（第２条第１項関係） 

重点産業技術共同研究開発機関に係る認定申請書 

年  月  日 

主務大臣 名  殿 

研究開発機関の名称： 

研究開発機関の所在地： 

（大学・大学共同利用機関の場合） 

設置者の名称： 

設置者の主たる事務所の所在地： 

産業技術力強化法第 29 条第１項の規定に基づき、重点産業技術共同研究開発機関の認定を受け

たいので別紙のとおり申請します。 

（備考） 

用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 



（別紙） 

１ 事業者と共同して重点産業技術に関する研究及び開発を行うための体制 

名称
フリ ガナ

：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

所在地：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

２ 申請に係る重点産業技術 

※産業技術力強化法施行令（平成 12 年政令第 206 号）第３条各号に規定する分野における産業活

動において利用される技術を記入すること。

重点産業技術：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿



３ 研究者の実績に関する事項 

※枠内に記載できない場合は、枠を拡張するか、別添に記載の上その旨を枠内に記入すること。

氏名 経歴 

研究実績 

氏名 経歴 

研究実績 



４ 研究者の確保に関する事項 

※枠内に記載できない場合は、枠を拡張するか、別添に記載の上その旨を枠内に記入すること。

（取組の概要） 

（取組の詳細） 

５ 研究支援人材の確保に関する事項 

※枠内に記載できない場合は、枠を拡張するか、別添に記載の上その旨を枠内に記入すること。

（技術職員の確保状況） 

（事務職員・研究開発マネジメント人材の確保状況） 



 
 

６ 研究及び開発に関して知り得た情報の管理責任者に関する事項 

※枠内に記載できない場合は、枠を拡張するか、別添に記載の上その旨を枠内に記入すること。 

氏名 所属 

  

 

 

（想定される技術流出の懸念） 

 

 

 

 

 

（情報の管理のための仕組み） 

 

 



７ 研究及び開発を行うための設備等に関する事項 

※枠内に記載できない場合は、枠を拡張するか、別添に記載の上その旨を枠内に記入すること。

設備等の名称 

確保の状況 

使用方法 

設備等の仕様、数量 

保守・運用に必要な

技術職員の数、その

理由 

８ 研究及び開発を行うための資金の管理の体制に関する事項 

※枠内に記載できない場合は、枠を拡張するか、別添に記載の上その旨を枠内に記入すること。

法人の資金管理業務を行う役員

（理事等）の氏名、役職 

（氏名） 

（役職） 

（財務運営の状況） 



９ 認定を受けようとする研究開発機関と事業者の連携に関する事項 

※以下の書類を別添として提出すること。

①研究開発機関が産学連携本部（申請に係る人材、設備その他の体制を活用して行う重点産業技

術に関する研究及び開発について事業者と協議しその内容を定め、当該研究及び開発に係る契

約又は協定の締結事務及び当該研究及び開発に係る経理事務を実施する組織をいう。以下同

じ。）を設置していることを示す書類

②当該産学連携本部に申請に係る研究開発機関の確保する人材、設備その他の体制を活用して重

点産業技術に関する研究及び開発を行おうとする事業者のための相談窓口が設置されており、

かつ、当該相談窓口が広く公表されていることを示す書類

③当該相談窓口において、当該研究及び開発に係る業務に関し３年以上の経験を有する者が配置

されていることを示す書類

④当該産学連携本部に当該研究及び開発に係る契約又は協定の締結事務に従事する者が３名以上

配置されており、うち１名以上は、当該研究及び開発に係る企画立案、資金の確保並びに知的

財産権の取得及び活用その他の当該研究及び開発に係る運営及び管理に係る業務に関する専門

的な知見を有する者が配置されていることを示す書類

⑤当該産学連携本部に当該研究及び開発に係る経理事務に専ら従事する者が配置されていること

を示す書類

⑥研究開発機関が当該研究及び開発に係る申込み及び契約又は協定の締結に関する手続に関する

次の事項（その内容が、当該研究及び開発を行う事業者との契約又は協定の締結その他研究及

び開発の実施に関し適切なものであると認められる場合における当該事項に限る。）を定めて

おり、かつ、当該事項を公表していることを示す書類

（ア）当該研究及び開発を実施するために必要な事務手続に関する事項

（イ）当該研究及び開発に要する費用の分担に関する事項及び事業者が負担した額について当

該研究開発機関が行う確認に関する事項

（ウ）当該研究及び開発の成果の帰属及び成果の当該研究開発機関による公表に関する事項

（エ）（ア）～（ウ）に掲げる事項のほか、当該研究及び開発を実施するために必要な事項を

定めていることを示す書類 

⑦研究開発機関が当該研究及び開発の実施のために必要な業務の方法に関する規程を定めてお

り、当該規程に次に掲げる事項の全てが定められていることを示す書類

（ア）当該研究及び開発に係る契約又は協定の締結事務を当該産学連携本部が実施すること

（イ）当該研究及び開発に係る経理事務を当該産学連携本部が実施すること

（ウ）当該研究及び開発に係る費用の額の確認を当該産学連携本部が実施し、当該確認の内容

に基づき、当該研究及び開発に係る試験研究費のうち法第 27 条第１項の基準に適合する

研究及び開発に係る試験研究費の額の認定を当該研究開発機関の長が実施すること

⑧当該産学連携本部が当該研究及び開発に係る経理事務を適切に実施するための会計に係る情報

システムの活用を示す書類

⑨事業者と共同して行う又は事業者から委託を受けて行う重点産業技術に関する研究及び開発に

関する書類



 

様式第二（第３条第１項関係） 

重点産業技術共同研究開発機関に係る認定書 

 

年  月  日 

   殿 

 

主務大臣 名  

 

年  月  日付で申請のあった研究開発機関については、産業技術力強化法第 29 条

第３項の規定に基づき、重点産業技術共同研究開発機関として認定します。 

記 

 

１．認定の年月日 

２．重点産業技術共同研究開発機関の名称及び所在地（大学及び大学共同利用機関にあっては、

これらの設置者の名称及び主たる事務所の所在地を含む。） 

３．認定に係る重点産業技術 

４．事業者と共同して認定に係る重点産業技術に関する研究及び開発を行うための体制 

 

（備考）  
用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

 

 



様式第三（第３条第２項関係）

重点産業技術共同研究開発機関に係る不認定通知書

年  月  日

  殿

主務大臣 名 

年  月  日付で申請のあった研究開発機関については、下記の理由により重点産

業技術共同研究開発機関の認定をしないものとします。

記 

１．研究開発機関の名称及び所在地（大学及び大学共同利用機関にあっては、これらの設置者の

名称及び主たる事務所の所在地を含む。）

２．申請に係る重点産業技術

３．事業者と共同して申請に係る重点産業技術に関する研究及び開発を行うための体制

４．不認定の理由

（備考）

用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。



様式第四（第６条関係）

重点産業技術共同研究開発機関の認定取消し通知書

年  月  日

  殿

主務大臣 名 

年  月  日付で認定をした重点産業技術共同研究開発機関について、産業技術力

強化法第 29 条第６項の規定に基づき、下記の理由により認定を取り消します。

記 

１．認定取消しに係る重点産業技術

２．認定取消しに係る事業者と共同して認定に係る重点産業技術に関する研究及び開発を行うた

めの体制

３．認定取消しの理由

（備考）

用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。



様式第五（第７条第１項関係）

重点産業技術共同研究開発機関の体制報告書

年  月  日

主務大臣 名  殿

研究開発機関の名称： 

研究開発機関の所在地： 

（大学・大学共同利用機関の場合） 

設置者の名称： 

設置者の主たる事務所の所在地： 

年  月  日付で認定を受けた重点産業技術共同研究開発機関の当該認定に係る体

制を別紙のとおり報告します。 

（備考）

用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。



（別紙） 

１ 研究者の実績に関する事項 

※枠内に記載できない場合は、枠を拡張するか、別添に記載の上その旨を枠内に記入すること。

氏名 経歴 

研究実績 

氏名 経歴 

研究実績 



２ 研究者の確保に関する事項 

※枠内に記載できない場合は、枠を拡張するか、別添に記載の上その旨を枠内に記入すること。

（取組の概要） 

（取組の詳細） 

３ 研究支援人材の確保に関する事項 

※枠内に記載できない場合は、枠を拡張するか、別添に記載の上その旨を枠内に記入すること。

（技術職員の確保状況） 

（事務職員・研究開発マネジメント人材の確保状況） 



４ 研究及び開発に関して知り得た情報の管理責任者に関する事項 

※枠内に記載できない場合は、枠を拡張するか、別添に記載の上その旨を枠内に記入すること。

氏名 所属 

（想定される技術流出の懸念） 

（情報の管理のための仕組み） 



５ 研究及び開発を行うための設備等に関する事項 

※枠内に記載できない場合は、枠を拡張するか、別添に記載の上その旨を枠内に記入すること。

設備等の名称 

確保の状況 

使用方法 

設備等の仕様、数量 

保守・運用に必要な

技術職員の数、その

理由 

６ 研究及び開発を行うための資金の管理の体制に関する事項 

※枠内に記載できない場合は、枠を拡張するか、別添に記載の上その旨を枠内に記入すること。

法人の資金管理業務を行う役員

（理事等）の氏名、役職 

（氏名） 

（役職） 

（財務運営の状況） 



７ 重点産業技術共同研究開発機関と事業者の連携に関する事項 

※以下の書類を別添として提出すること。

①研究開発機関が産学連携本部（認定に係る人材、設備その他の体制を活用して行う重点産業

技術に関する研究及び開発について事業者と協議しその内容を定め、当該研究及び開発に係

る契約又は協定の締結事務及び当該研究及び開発に係る経理事務を実施する組織をいう。以

下同じ。）を設置していることを示す書類

②当該産学連携本部に認定に係る研究開発機関の確保する人材、設備その他の体制を活用して

重点産業技術に関する研究及び開発を行おうとする事業者のための相談窓口が設置されてお

り、かつ、当該相談窓口が広く公表されていることを示す書類

③当該相談窓口において、当該研究及び開発に係る業務に関し３年以上の経験を有する者が配

置されていることを示す書類

④当該産学連携本部に当該研究及び開発に係る契約又は協定の締結事務に従事する者が３名以

上配置されており、うち１名以上は、当該研究及び開発に係る企画立案、資金の確保並びに

知的財産権の取得及び活用その他の当該研究及び開発に係る運営及び管理に係る業務に関す

る専門的な知見を有する者が配置されていることを示す書類

⑤当該産学連携本部に当該研究及び開発に係る経理事務に専ら従事する者が配置されているこ

とを示す書類

⑥研究開発機関が当該研究及び開発に係る申込み及び契約又は協定の締結に関する手続に関す

る次の事項（その内容が、当該研究及び開発を行う事業者との契約又は協定の締結その他研

究及び開発の実施に関し適切なものであると認められる場合における当該事項に限る。）を

定めており、かつ、当該事項を公表していることを示す書類

（ア）当該研究及び開発を実施するために必要な事務手続に関する事項

（イ）当該研究及び開発に要する費用の分担に関する事項及び事業者が負担した額について当

該研究開発機関が行う確認に関する事項

（ウ）当該研究及び開発の成果の帰属及び成果の当該研究開発機関による公表に関する事項

（エ）（ア）～（ウ）に掲げる事項のほか、当該研究及び開発を実施するために必要な事項を

定めていることを示す書類 

⑦研究開発機関が当該研究及び開発の実施のために必要な業務の方法に関する規程を定めてお

り、当該規程に次に掲げる事項の全てが定められていることを示す書類

（ア）当該研究及び開発に係る契約又は協定の締結事務を当該産学連携本部が実施すること

（イ）当該研究及び開発に係る経理事務を当該産学連携本部が実施すること

（ウ）当該研究及び開発に係る費用の額の確認を当該産学連携本部が実施し、当該確認の内容

に基づき、当該研究及び開発に係る試験研究費のうち法第 27 条第１項の基準に適合する

研究及び開発に係る試験研究費の額の認定を当該研究開発機関の長が実施すること

⑧当該産学連携本部が当該研究及び開発に係る経理事務を適切に実施するための会計に係る情

報システムの活用を示す書類

⑨事業者と共同して行う又は事業者から委託を受けて行う重点産業技術に関する研究及び開発

に関する書類
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